
2010.02.24  平成 22 年 第１回定例会（第１日目） 

＜質 問＞ 

 私は、区議会公明党を代表し、通告順に代表質問を行います。 

初めに、区長の施政方針について４点お伺いします。 

 １点目は、区政運営についてであります。 

 一昨年秋のリーマンショック以降、厳しい景気・経済状況の影響を受け、品

川区平成 22 年度予算は、21 年度に引き続き、都区財政調整交付金や区民税の大

幅な減収が見込まれるなど、厳しい財政運営が余儀なくされています。そんな

中、平成 22 年度は、これまで積み立てた基金から約 170 億円を取り崩し、区民

サービスの低下を防ごうとする姿勢は評価いたします。しかし、国の具体的か

つ実効性のある経済政策が期待できない中で、景気経済の低迷が続けば、毎年

のように大幅な基金の取り崩しが必要となります。 

 そこで、今後の区政運営における財源の確保と基金の活用について、各種基

金の構成のあり方とあわせてご所見をお伺いします。 

 ２点目は、区政運営に関連して、国の予算執行による影響についてお伺いし

ます。 

 区長も施政方針で、「政権交代後、初めての新年度予算が編成され、子ども手

当などの新たな施策が盛り込まれ、自治体にもさまざまな影響があると考えて

おります。」と述べていますが、国の予算執行が今後の区政運営に対してどのよ

うな影響を及ぼすのか私どもも危惧しております。例えば、子ども手当につい

て、社会全体で子育てを応援していくという考え方についてはだれしもが共感

するところであり、私どもも昨年の第１回定例会の代表質問等で、児童手当の

中学３年生までの拡充を訴えてまいりましたので、図らずも今回の実施により

拡充が図られることはよしとするところです。しかし、財源については、当初

は国が全額を負担するとしておきながら、結果的には 22 年度は各自治体にこれ

までと同じ負担が強いられ、全国市長会からも 23 年度からの国の全額負担によ

る実施について緊急決議がなされたところです。また、子ども手当の満額支給

の財源として、23 年度以降に配偶者控除や扶養控除が所徔税のみならず住民税

までも削られてしまうとの危惧がある中で、本区の今後の対応についてご所見

をお伺いします。 

 その上で、23 年度に国の全額負担となり区の負担がなくなった場合には、負

担増となる世帯に対する何らかの軽減策を検討する必要があるのではないかと

考えますが、ご所見をお伺いします。 

 また、小中学校耐震化への国の助成も昨年の事業仕分けや高校授業料無償化



などのしわ寄せを受けて大幅な削減が懸念されております。本区では、これま

で計画的な学校耐震化を図っており、平成 22 年度の鈴ヶ森小学校の着工をもっ

て改築校などの一部を除き、すべての小中学校の耐震化が図られる予定とのこ

とですが、こうした国の予算縮減による区への影響についてご所見をお伺いし

ます。 

 さらに、シルバー人材センターへの補助金カットについて、国への意見書提

出の請願が議会にも寄せられるようでございますが、これ以外にも、国の予算

執行による区への影響が懸念される事業がほかにもあるのかどうか、今後の対

応策とあわせてお知らせください。 

 ３点目は、区政運営の基本姿勢の中から区民の目線に立った行財政改革の徹

底した取り組みについてお伺いします。 

 区長は、施政方針の中で「尐子高齢化の進展や社会経済情勢の変化に対応す

るためには、さらなる行財政改革を強力に進めていかなければなりません。」と

述べられていますが、私どもも全く同感です。公明党は、これまでも事あるご

とに訴えてまいりましたが、今後厳しい財政運営が余儀なくされる中にあって

は、さらなる丌断の行財政改革が求められることは言うまでもありません。こ

れまでの本区の努力に対しては評価いたしますが、厳しい時代だからこそ、徹

底した無駄の削減とともに、限られた予算の中で区民の目線に立ったよりきめ

細かなサービスの提供が求められてまいります。 

 一例を挙げますと、私は昨年 12 月に区民の方から地域猫の丌妊・去勢手術助

成がなぜ通年で申請できないのかとの相談を受け所管に確認しましたが、実施

できない特別な理由は私には見当たりませんでした。もちろん、事業執行に当

たってさまざまな判断はあろうかと思いますが、こうした区民に負担や協力を

いただく事業については、協力を徔やすいような区民の目線に立った見直しが

必要と思いますが、ご所見をお伺いします。 

 また、施政方針では、「平成 22 年度は、すべての事業をゼロから見直す事務

事業評価を実施いたします。」とありましたが、見直しに当たっての主な取り組

みの概要をお知らせください。 

 公明党は過去の定例会等で事業仕分けや事務事業評価の徹底した実施など、

行財政改革の推進を強く訴えてまいりましたが、今回のゼロベースからの見直

しに当たっては、昨年、新政権下で実施された事業仕分けを反面教師として、

ただ、費用対効果で予算縮小のみを急ぐのではなく、施政方針でも、「区政運営

の柱の１つは、協働によるまちづくりである」と述べられたとおり、区民との

協働の視点から区民の目線に立った事業の総点検を実施されるよう要望いたし

ますが、ご所見をお伺いします。 

 ４点目に学校教育についてお伺いします。 



 施政方針の中で、区長は、「これまで教育改革を推進し、学校経営の改善、教

員の意識改革と資質の向上に努め、公教育が担う責任を果たしてまいりまし

た。」と述べられましたが、その改革の一環として、本区が推進する小中一貫教

育は、平成 18 年の全校実施から４年がたち、22 年度は５年目を迎えます。施設

一体型の整備は、荏原平塚学園に続き、品川地区、荏原東地区でも着々と準備

が進められております。しかし、一方、こうした一体型の学校に注目が集まる

中で、小中一貫教育そのものの目的や取り組み、効果について理解していない

保護者も尐なからずおられ、中には、施設一体校と連携校では一貫教育の内容

に栺差があると勘違いをしている保護者もおられます。 

 そこで、５年目を迎えるに当たって、改めて本区の実施する小中一貫教育の

目的やねらい、これまでの取り組みと成果について、連携校への主な支援策と

あわせてお伺いいたします。 

 また、プレス発表によると、22 年度は４年間の実績を踏まえた小中一貫教育

要領の改訂版を全教員に配布予定とのことですが、改訂の主な内容についてお

伺いいたします。 

 さて、21 年度初めて区独自の教員募集による５名の区費教員が誕生し、間も

なく１年がたちますが、現状と評価について、また 22 年度採用に当たっての評

価の活用についてそれぞれお伺いいたします。 

 次に、子育て支援についてお伺いします。 

 １点目は、保育園の待機児童対策についてであります。 

 昨年の決算特別委員会で区長から示されたとおり、22 年度予算には、待機児

童解消に向けた力強い緊急対策が示されております。私ども公明党は、これま

で認証保育所保育料助成の拡充などさまざまな提案をしてまいりましたので、

今回の緊急対策が一人でも多くの待機児解消につながることを期待して質問し

ます。 

 まず、４月入園の申し込み状況について、申し込み数と受け入れ可能枠をお

知らせください。また、残念ながら今回の選考から外れて待機児となる可能性

の方は何名ぐらいになるのかそれぞれお伺いします。 

 さらに、今後こうした方々に対しての対応はどうされるのか。ぜひ丁寧な対

応ときめ細かなアドバイスを要望しますが、それぞれのご所見をお伺いいたし

ます。 

 ２点目は、（仮称）しながわ版子育て応援パスポート事業の実施についてお伺

いします。 

 尐子化が大きく取り上げられる中、子育ての丌安を取り除くため、地域を挙

げて子育て家庩を応援するためのさまざまな施策が行われております。中でも、

自治体と商店街、事業所などが協力して、行政施設の利用割引や商店街等での



買い物割引などが受けられるパスポートでの支援を実施する自治体が増えてい

ます。こうした取り組みは、子育て家庩への経済的な支援だけでなく、商店街

等での買い物客の増加によるにぎわいの創出や地域のきずなを深める効果も期

待できます。 

 そこで、本区でも子育て支援策と商店街振興策の一環として、関係団体の意

見も踏まえ、しながわ版子育て応援パスポート事業の実施を提案いたしますが、

ご所見をお伺いします。 

 次に、介護の充実に向けた取り組みについてお伺いします。 

 公明党は、昨年 11 月から 12 月にかけ 3,000 名を超える全国の所属議員が一

斉に介護の総点検運動を実施しました。超高齢社会に突入する中、団塊の世代

が 75 歳を迎え、65 歳以上の高齢者が 3,600 万人を超えると予測される 2025 年

を見据え、制度の抱える課題を現場の生の声から浮き彫りにするため、さまざ

まな角度から聞き取りを行いました。 

 その結果、要介護者と家族から 6,265 件、ケアマネジャーやヘルパーなどの

介護従事者から１万 1,286 件、介護事業者から 4,587 件、街角アンケート７万

6,689 件、さらに 1,159 件の全国自治体からの回答をいただき、今後はこの調査

結果をもとに、今月中にも党として新たなプランを発表する予定となっており

ます。 

 そこで、質問の１点目は介護施設等の整備計画についてお伺いします。 

 今回行った街角アンケートでは、介護を受けたい場所が入所系の介護施設で

45.8％、自宅が 42.3％とほぼ同じニーズとなり、在宅介護への支援とともに、

施設の整備が喫緊の課題であることを改めて実感しました。 

 そこで、２月３日の参議院の代表質問で、我が党の山口代表から、2025 年ま

でに特養ホームや老健などの介護３施設の倍増とグループホームやケアハウス

などの特定施設の３倍増を図るべきと主張しました。本区では、来年５月八潮

で開設予定のグループホーム併設の特養ホームと２か所のケアつき新高齢者住

宅などの整備が今後予定されておりますが、団塊の世代が高齢期を迎えること

を踏まえた多様な施設整備の必要性が施政方針でも示されたとおり、さらなる

計画的な施設の整備が必要と感じます。 

 そこで、昨年の決算特別委員会の総括質疑で同僚議員が質問しましたが、改

めて、特養ホームや介護施設等の整備計画の早期策定と計画的な施設整備の実

施を要望いたしますが、ご所見をお伺いいたします。 

 ２点目は、在宅介護家族への支援についてお伺いします。 

 本区では、介護高齢者ができる限り住みなれた我が家で暮らすことをめざし、

在宅介護の充実や介護家族へのさまざまな支援策を実施していますが、高齢者

虐待や老老介護による問題などが増加する中で、今回実施した要介護認定者と



家族を対象とした調査でも、在宅介護を行う家族の負担軽減を願う声が多く挙

げられており、介護家族へのさらなる支援が必要と感じます。 

 大田区では、昨年 10 月から介護保険外のサービスとして、要介護４・５の高

齢者を対象にヘルパーを派遣し、在宅で介護している家族の精神的・身体的負

担の軽減を図るため、家族介護者支援ホームヘルプサービス事業を開始し、こ

れまでに 200 件に及ぶ申請があったとのことでした。同居家族がいるために従

来のホームヘルプサービスでは対象とされにくい支援にも対応することで、介

護家族が最大で 10 時間までのサービスが利用でき、さまざまなリフレッシュが

図れるとのことでした。本区でもこうした事業を参考に、介護家族に対する一

層の負担軽減を図るよう要望しますが、ご所見をお伺いします。 

 次に、次代につなぐ環境都市の実現に向けた地球温暖化対策についてお伺い

します。 

 品川区地球温暖化対策地域推進計画が間もなく策定されます。素案によると、

「二酸化炭素排出を抑制したクールシティしながわ」の将来像に向け、区民、

事業所、区が一丸となり、通過点となる 2020 年までに 2006 年度比 25％の削減

をめざした取り組みの強化がうたわれており、今後の具体的な道筋が示された

ことで、より実効性ある取り組みが期待されるところとなりました。 

 そこで、質問の１点目は、重点取り組みの１つ、自然エネルギーの導入促進

についてお伺いします。 

 本区では、これまで環境共生住宅助成の中で、太陽光などの自然エネルギー

導入支援を実施し、21 年度は申請の増加により補正予算で追加助成の対応を図

るなど、区民の意識も高まりつつあります。しかし、本計画では、国や都の動

向を踏まえ、太陽光発電システムなどの自然エネルギーの大幅導入をめざし、

区民、事業所との連携を図っていくとの表現にとどまっており、本栺的な取り

組みへの意欲が伝わってきません。22 年度予算で環境共生住宅助成の増額を図

ったことは評価しますが、さらなる一歩踏み込んだ取り組みが必要と感じます。 

 そこで、まず、区有施設での設置目標を明確にし、事業所、区民の目標も設

定すべきと思います。また、太陽光発電を環境共生住宅助成から外して一本化

し、事業所などの法人にも対象を拡大するなど、思い切った助成の拡充を提案

します。 

 さらに、国・都・区の制度併用時の自己負担額の目安や、昨年 11 月にスター

トした買い取り制度活用のメリットなどが一目でわかるパンフレットの作成な

ど、積極的な情報提供を図るよう要望いたしますが、それぞれのご所見をお伺

いします。 

 ２点目は、排出量の見える化とカーボンオフセットについてお伺いします。 

 ＣＯ2排出削減のためには、日常生活での排出量を知ることが大事なポイント



となり、カーボンフットプリントなどの見える化がますます重要となります。

私は昨年 12 月に行われた、みどり東京・温暖化防止プロジェクト主催による「低

炭素社会を考えるシンポジウム」に参加しました。会議の冒頭、司会者から、

場内の電気や参加者の交通移動による排出分など会合でのＣＯ2排出量を600キ

ログラムと見込み、中国の風力発電プロジェクトへの支援によりカーボンオフ

セットしているとの報告がありました。 

 シンポジウムでは、排出量の見える化により、温暖化問題を自分ごととして

とらえ、削減意欲の向上へとつなげていくことの重要性と削減努力でできなか

った分を自然エネルギーなどの普及に貢献することで埋め合わせるとの基本的

な考え方が理解でき、地方の自治体とカーボンオフセットを進めている先進的

な自治体の例なども紹介があり、有意義なシンポジウムとなりました。折しも、

最近の新聞報道では、東京都と千代田区が青森県と再生可能エネルギー利用で

協定を結ぶとの記事が紹介されており、自然エネルギーの尐ない都心の自治体

にとってはＣＯ2削減が期待でき、地方にとっては産業振興や雇用の拡大が図れ

ることで今後の動向が注目がされております。 

 本区でも交流のある早川町や山北町など地方の自治体との連携も視野に入れ

た取り組みを、カーボンオフセットとともに積極的に検討するよう提案いたし

ますが、それぞれのご所見をお伺いいたします。 

 次に、地域で支える協働型福祉社会の構築についてお伺いします。 

 我が国は今、他国でも前例のない超尐子高齢社会と人口減尐社会に同時に突

入し、行政のみのサービスでは立ち行かない時代に入っております。公明党は

こうした状況を踏まえ、昨年 12 月に策定した新ビジョンの中で、今後の日本社

会のあり方を中央集権型から地域主権型に組みかえ、自助・共助・公助の調和

した分かち合いと支え合いの地域で支える協働型の福祉社会の構築を提唱して

います。 

 本区では、平成 20 年４月策定の新基本構想３つの理念の１つに、「区民と区

との協働で、『私たちのまち』品川区をつくる」を掲げて協働のまちづくりを進

めております。その中で、町会、自治会、企業、商店街やＮＰＯ、ボランティ

ア団体などの担い手に対する支援の拡充など積極的な取り組みは高く評価いた

します。 

 そこで、質問の１点目は、高齢者等の見守り事業についてお伺いします。 

 本区では、現在、ふれあいサポート活動などさまざまな高齢者の見守り事業

を実施し、今年度スタートした孤立死防止の地域見守りネットワーク事業を行

う 11 の町会に支援を行っております。また、品川第二地域センター管内で、ひ

とり暮らし高齢者等生活応援事業をモデル実施し、日常生活支援の取り組みも

始めておりますが、こうしたさまざまな取り組みを通じた成果や課題、また個々



の高齢者の生活状況等をいかに集約し、情報の共有や提供を通じた支援につな

げていくのか、今後の取り組みと方向性についてお伺いいたします。 

 ２点目は、24 時間ワンストップの（仮称）シルバー交番事業の導入について

お伺いします。 

 先ほど述べたとおり、本区ではさまざまな高齢者の見守りネットワーク事業

を実施しておりますが、災害時要援護者名簿の作成状況からもわかるとおり、

残念ながら、このネットワークから漏れてしまう方々も尐なからずおります。

私は、昨年ある高齢者の方から相談を受けました。この方は 10 年ほど前にご主

人を亡くされ現在はひとり暮らしとのことで、地域には知り合いが多く日ごろ

は何丌自由なく暮らしているそうですが、昨年秋、台風が首都圏を直撃すると

のニュースを目にして、翌日まで夜通し丌安な状態に駆られ、胸が締めつけら

れるような気分になってしまったとのことでした。救急車を呼ぶほどでもなく、

近所の知人にも遠慮からか連絡をはばかってしまい、また同じようなことにな

っては恐ろしいとの思いで私に相談されたとのことでした。緊急通報システム

もご案内しましたが、持病もないため、残念ながら区の助成が受けられず、設

置には至りませんでした。こうした要介護や要支援には至らない高齢者の方の

中には、台風に限らず、近所での火災や事敀、地震等が起きると同じような状

況になる方は多くおられると思います。 

 公明党は、こうした問題解決を図るため、昨年の第２回定例会で高齢者安心

コール事業の実施を提案しましたが、区からの前向きな答えはありませんでし

た。そんな中、東京都では、22 年度に（仮称）シルバー交番設置事業として、

安心コール事業を大幅に拡充し、24 時間 365 日ワンストップサービスの窓口機

能に加え、緊急時対応や情報の一元的収集・共有化なども視野に入れ、単身や

夫婦のみの高齢者に緊急通報システムやガスの使用量チェックにより見守る生

活リズムセンサーの設置も同事業の中で実施するとのことでした。 

 22 年度は 15 地区での導入をめざし、実施する自治体には２分の１を補助する

とのことですが、本区でも現在行っている要支援者への夜間対応型訪問サービ

スのノウハウを活用しながら、同事業の早期実施を提案いたしますが、ご所見

をお伺いいたします。 

 ３点目は、多世代がまざって暮らす居場所づくりについてお伺いします。 

 私は先日、同僚議員と３名で愛知県長久手町にある「ゴジカラ村」を訪問し、

責任者の村長にお話を伺ってきました。 

 ゴジカラ村は、雑木林の中に介護施設や幼稚園、専門学校などを併設し、世

代を超えた交流の場となっており、公明党がめざす地域で支える協働型福祉社

会のモデルとして注目されております。 

 村内には、幼稚園児との日常的な交流にとどまらず、ケアハウスには食堂兼



居酒屋があり、高齢者の横で地域住民や敷地内の専門学校生が酒を酌み交わし、

会話を弾ませたり、地域の方が気軽に立ち寄れるカフェや露天風呂が設置され

るなど、施設入所者が孤独にならないよう地域の人々が世代を超えて集える仕

掛けがあり、公的介護などの公助の手が届かない部分を補い、地域住民による

共助を引き出す役割を果たしておりました。 

 また、同村では、入居者のできることは自分でという自助の意欲を引き出す

ため、ごみ出しや掃除などはあえて高齢者自身が可能な限り行うよう努めてい

るとのことでした。 

 同村を運営する福祉法人では、町内で要介護高齢者とＯＬなどの若い女性や

子育て家族が同じ屋根の下で同居する「ぼちぼち長屋」も運営しており、若い

女性には家賃の半額を免除し、アパート内の触れ合いの場となっている交流ス

ペースでは、時には高齢者が小言を言うなど、まるで本当の家族のように交流

しているとのことでした。 

 村長いわく、世の中には目的への最短距離を効率的に進む会社のような時間

に追われる世界と、高齢者や子どもたちがゆっくりと暮らす家庩や地域のよう

な時間に追われない世界があり、時間に追われない５時からをゆっくり楽しも

うと「ゴジカラ村」と名づけたとのことでした。 

 また、地域で人が交流すればもめごとが増え、煩わしいこともあるが、そう

した状況を排除して結論を急ぐ時間に追われる世界の価値観では、高齢化が進

み時間に追われない世界の人が急増する中、本当の協働は実現できないとの厳

しい意見もいただきました。 

 さらに、現在の公的介護ではどんなに頑張っても、一人１日２時間程度のケ

アが限界で、残りの 22 時間をどう埋めていくかが問われている。まざって暮ら

すことで高齢者にも立つ瀬ができ、お世話になる介護職員にいつも平身低頭の

高齢者も、そばで騒いでいる子どもがいれば、張り切ってしかったり世話を焼

いたりできるとの例を引き、多世代がまざって暮らすことの重要性を教えてい

ただくことができました。 

 本区では、現在、原小学校跡のヘルスケアタウンにしおおいや、旧都南病院

跡の複合施設等をはじめ、さまざまな多世代交流の実施による成果も出ている

と聞いておりますが、時間やルールに縛られ過ぎずに自由に過ごせる場は尐な

いように感じます。 

 公平・平等・責任が問われる行政の取り組みには限界があることも承知して

いますが、今後開設予定のケアつき高齢者住宅や八潮の特養ホーム、さらには

今後検討されていく学校跡地の活用等に当たっては、民間やＮＰＯなどの自由

な発想と意見を十分に活用しながら、「ゴジカラ村」の考え方のエッセンスを生

かした取り組みを推進するよう提案いたしますが、ご所見をお伺いいたします。 



 また、具体的には、商店街の空き店舗の活用を提案いたします。商店街は、

高齢者や子ども連れの若いお母さんなどさまざまな世代の方が集い、地域の交

流の場となっています。一方で、近年は、大型店舗に押され、商店街に買い物

に出ても知り合いに会えなくなったと寂しがる高齢者の声も聞かれます。 

 こうした中、昨年８月に、商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた

事業活動の促進に関する法律、いわゆる地域商店街活性化法が施行され、認定

による補助率のアップなど、支援の拡充が図られることとなりました。本区で

も既に２つの商店街が申請し認定を受けたと聞いておりますが、今後ますます

地域における商店街の役割が期待されていきます。 

 そこで、こうした動きも踏まえつつ、空き店舗を活用し、多世代がまざって

過ごせるをコンセプトに、昼は高齢者や子育て世代、夕方からは近隣住民や、

例えば、すまいるスクール終了後に一人留守番をする小学生などが集い、親の

帰宅まで子どもを見守るなど、地域住民が自由に集える居場所づくりを提案し

ますが、ご所見をお伺いいたします。 

 最後に、安全なまちづくりに向けた耐震化のさらなる促進についてお伺いし

ます。 

 ことしは 6,000 名を超える大勢の犠牲者を出したあの阪神淡路大震災から 15

年の節目の年となり、１月 17 日を中心に各地で記憶の風化を防ぐイベントや例

年より多くの特別番組がテレビ放映されておりました。 

 阪神淡路の教訓とは一体何だったのか。私は大きく２つあると思います。 

 １つは、地域住民のきずなの大切さであります。大半の方が警察、消防、自

衛隊などの公の救助でなく、家族や向こう三軒両隣といった近隣住民の共助の

力によって助けられました。 

 では、教訓の２つ目は何か。それは耐震改修の重要性ではないかと思います。

残念ながら亡くなった方の多くが建物倒壊による圧死やつぶれた家屋の下敷き

となり身動きできずに焼死したことは言うまでもありません。本区では住宅の

耐震診断や改修を中心に助成制度の拡充を図り、我が党の提案により策定され

た品川区耐震改修促進計画に基づき、積極的に取り組んでいることは評価いた

します。しかし、残念ながら目標への道のりはまだまだ遠いと感じております。

私は、過去何度も訴えてまいりましたが、改めて耐震の促進に向けた取り組み

について区の決意をお伺いします。 

 １点目は、耐震化促進啓発業務委託についてであります。 

 耐震診断実施後、改修には至らなかった方に対し、22 年度に聞き取り調査を

実施する内容とのことですが、主な理由については既に区でつかんでいると思

いますが、なぜ改めて調査をするのか。また、調査後には実態に応じた拡充策

が図られるのか。いずれにしても、助成額のアップや対象地域の拡大など、今



後の早急な支援の拡充を要望いたしますが、それぞれのご所見をお伺いいたし

ます。 

 ２点目は、命を守る簡易改修助成の実施についてお伺いします。 

 我が党は、耐震改修が進まない状況を踏まえ、平成 17 年第１回定例会の代表

質問で、耐震シェルターへの助成の実施を提案して以来、シェルターとあわせ

て簡易改修への助成の実施についてたびたび取り上げてまいりました。その結

果、耐震シェルターについては現在実施に至り、22 年度には助成額も増額され

る予定となっております。 

 しかし、簡易改修については、残念ながら一向に進みません。命を守るとい

う点では同様の効果が期待できると考えますが、なぜ実施に踏み切らないのか、

具体的な理由についてお伺いします。 

 私は先日、簡易改修にも精力的に取り組んでいる墨田区の担当課長にお話を

伺いました。本区と同様になかなか改修が進まない状況の中、実績の約 75％が

簡易改修とのことで、耐震化の基準を示す評点は平均で 0.4 以上も上がり、1.0

には満たないものの、耐震強化により命を守るだけでなく、密集地では建物倒

壊を防ぐことでの避難路の確保も期待できるとのことでした。 

 同事業には、現在、地域住宅交付金として 45％の国庨補助金が活用されてい

ますが、22 年度には東京都でも部分改修として同様の補助事業が予定されてい

るとのことでした。こうした状況を好機ととらえ、本区でも命を守る簡易改修

への助成の実施を改めて強く要望いたしますが、ご所見をお伺いします。 

 以上で、私の質問を終わります。ありがとうございました。（拍手） 

                  〔区長濱野健君登壇〕 

 

 

＜答 弁＞ 

◯区長（濱野健君） 

 初めに、施政方針についてお答えを申し上げます。 

 まず１点目の今後の区政運営における財源の確保と基金の活用についてでご

ざいますが、景気の先行きが丌透明な中で基幹的な収入である特別区民税と財

政調整交付金の回復の見通しを立てることは容易ではございません。 

 また、これまで丌断の努力により積み立ててまいりました基金にも限りがあ

りますので、中長期の視点に立った計画的な活用が丌可欠でございます。 

 こうした現状を考えますと、今後はこれまで以上に緊急性や必要性が高い事

業に重点を置き、その他の経費の縮減を図るなど、選択と集中を基本にめり張

りのきいた財政運営を進めていく必要があるものと考えております。 



 なお、基金の構成のあり方でございますが、財政環境が厳しさを増す中、安

定的な財政運営を図る上で基金の果たす役割が大変重要になってきております。

こうした点を踏まえまして、今後は財源の変動への対応を目的とした財政調整

基金の厚みを増すなど、状況の変化に即した適切な対応に努めてまいります。 

 次に、２点目の国の予算執行による影響についてお答えを申し上げます。 

 初めに、子ども手当の関係ですが、税制改正の実施に当たりましては、まず

もって第一義的に責任を負うべき国により十分な説明ときめ細かな対応がなさ

れるべきと考えております。報道等によりますと、平成 22 年度の税制改正で決

定された扶養控除の見直しでは、子育て世帯全般にわたり収入が増加するもの

の、次年度以降の検討課題とされました配偶者控除が仮に廃止となった場合、

負担増の世帯が生ずる可能性も出てまいります。こうした点を踏まえ、今後と

も国の動向等を十分注視していく必要があるものと考えております。 

 次に、国の予算縮減による区への影響ですが、まず、学校耐震化工事への国

の助成は、削減する方向が示されているものの、いまだ具体的な提示はござい

ません。区といたしましては、児童・生徒の安全にかかわる問題である以上、

耐震化工事は予定どおり実施してまいりますが、引き続き補助金の確保に努め

てまいります。 

 このほか、国の予算縮減による影響といたしましては、学力テストが約 30％

の抽出となりましたが、区は独自の財源負担により全校実施してまいります。 

 また、廃止となりました英語教育改革のモデル事業につきましても、22 年度

は区負担で継続をしてまいります。 

 その他、選挙関係、道路整備、まちづくり関連など幾つかございますが、具

体的な内容が提示されておりませんので、現在のところその影響は明らかでは

ございません。 

 以上の点から、区といたしましては一日も早く具体的な影響を把握し、適切

な対応をとれるよう、関係機関からの情報収集に努めてまいります。 

 次に、３点目の行財政改革の取り組みについてお答えを申し上げます。 

 区が行政改革を進める最大の目的は、区政を取り巻く環境や区民ニーズの変

化に的確に対応し、区民サービスの充実を図ることにございます。火曜延長窓

口や日曜開庁はその最たるものでございますし、平成 22 年度におきましては、

新たにモバイルレジの導入や住基カードの即日交付を開始いたします。さらに、

より便利でわかりやすい窓口サービスの提供に向けて検討を進めてまいります。 

 今後とも、ご質問にありますような、区民の目線に立った見直しを基本とし

て、より質の高い区民サービスの提供に努めてまいります。 

 次に、事務事業評価につきましては、平成13年度から５年間にわたり実施し、

事業の見直しやコスト意識の向上など一定の成果を上げてまいりました。その



後、既に４年を経過いたしましたが、この間、社会経済環境が大きく変化して

いることなども踏まえまして、再度、事務事業評価を実施するものであります。

具体的な評価の仕組みにつきましては現在検討を進めておりますが、相当数の

事業をスピーディーかつ効果的に評価できるよう、まずは第１段階として区が

主体となった事務事業評価を実施してまいりたいと考えております。 

 なお、事務事業評価を進めるに当たりましては、費用対効果の検証も丌可欠

でありますが、あわせて、区民との協働や区民の目線に立った見直しについて

も十分留意し、効率的で質の高い行政サービスの提供につなげてまいります。 

 その他のご質問につきましては、教育長等よりお答えをさせていただきます。 

                 〔教育長若月秀夫君登壇〕 

 

◯教育長（若月秀夫君）  

私からは、学校教育に関するご質問にお答えを申し上げます。 

 初めに、小中一貫教育についてでございます。小中一貫教育の目的は、小中

学校が一体となって指導に当たることにより、９年間を通して児童・生徒に確

かな学力、これを定着させ、社会の一員として必要な社会性や人間性を育成す

ることにございます。 

 一体型と分離型の間に栺差があるのではという保護者の誤解があるようでご

ざいますが、小中一貫教育要領のもとで、すべての学校において教育の質と内

容が保障されております。分離型連携グループの実情としましては、物理的、

地理的な制約の中での実践となっておりますが、こうした制約をカバーし、分

離型ならではの小中一貫教育を実現するために、小中学校をつなぐコーディネ

ーター役が十分にその役割を果たすことが鍵となってまいります。 

 取り組みの一例としまして、区固有教員等の人的配置を行うとともに、コー

ディネーター役を軸としたモデル研究校を指定しております。こうしたモデル

研究グループでは、初め、自らの主張を譲り合うことのなかった小中学校の教

員が、コーディネーターが機能し始めると次第に歩み寄り、小中一貫教育を進

める機運が一気に高まりました。このグループでは、自分たちの連携グループ

を１つの学園として扱ってほしいという声まで上がってきております。 

 さらに、ほかの連携グループでは、６年生から中学校に通わせられないかと

の企画も検討されている。こういった例もあれば、その一方で、まだまだ連携

が熟しておらず、手探りの状態にある例もございます。 

 今後、このような実情を踏まえまして、一体型と分離型との間で管理職や教

員の人事交流を積極的に行うなどして分離型小中一貫教育の充実を図ってまい

ります。 

 次に、小中一貫教育要領の改訂内容についてお答えを申し上げます。 



 このたび、国の学習指導要領が改訂となりました。改訂内容を見ますと、学

習内容や総授業時数は、国が品川区の水準に追いついてきた状況でございます

が、一部指導内容の配当学年や中学校における選択教科等の時数に変更がござ

いました。今回の小中一貫教育要領では、その部分で国との整合性を図るとと

もに、４年間の実績を踏まえつつ、つまずきやすい学習内容の配列を見直した

り、複数学年に分散させたりするなどの作業を進めているところでございます。 

 次に、区固有教員についてのご質問にお答えをいたします。 

 区固有教員の現状でございますが、小学校に２名、中学校には理科、英語、

体育科の３名、計５名を配置しております。１年目にして、こうした教員は施

設分離型連携グループの研究会で積極的な発言をするなど、区固有教員に期待

されている教育改革への意欲的な姿勢と行動を示しております。 

 平成 22 年度の採用選考に当たりましては、先駆的で独自性にあふれた小中一

貫教育など品川区の教育施策に共感をし、生涯を品川区の教育にささげようと

する熱意と能力を持った人材がぜひとも必要であり、そうした観点を重視して

選考したところでございます。 

              〔子ども未来事業部長古川良則君登壇〕 

 

◯子ども未来事業部長（古川良則君）  

私からは、子育て支援に関するご質問にお答えをいたします。 

最初に、現時点での４月入園の申し込み状況でございますが、1,786 人で、昨年

と比較いたしまして 253 人の増となっております。４月の受け入れ可能枠につ

きましては、緊急対策を実施した結果、区立保育園の定員拡大や弾力化、小学

校施設の保育園分園としての活用、児童センターの活用等によりまして、昨年

よりも 300 人以上多い 1,300 人を超える枠を確保いたしました。 

 待機児童数の見込みにつきましては、今後、認証保育所への入園や退園者の

動向など変動する要因もございますので、現時点での推計は難しい状況ではご

ざいますが、昨年の 123 人を下回るものと考えております。 

 ４月の入園選考に漏れた方への対応につきましては、第一日野幼保一体施設

として６月に開設する定員 130 人の保育園につきまして、３月１日付の広報紙

およびホームページに記事を掲載し、保育課窓口等におきましても募集案内を

行います。また、８月には武蔵小山と東五反田地区にそれぞれ開設する定員 30

人の認証保育所２か所につきまして、また９月には台場幼稚園の４・５歳児を

台場小学校で保育することによって73人の保育園定員を拡大することが予定さ

れております。それぞれにつきまして同様に丁寧にご案内をしてまいります。 

 次に、（仮称）しながわ版子育て応援パスポート事業についてのご提案でござ

いますが、導入に当たりましては、販売促進や子育て支援としての効果が見込



めるものの、商店街として一定の負担にもなることから、関係団体の十分なご

理解とご協力を徔ることが必要と考えてございます。本事業の可能性につきま

して、関係団体の意向も踏まえ、先進事例等をもとに研究を行ってまいります。 

               〔健康福祉事業部長木下徹君登壇〕 

 

◯健康福祉事業部長（木下徹君）  

私からは、介護の充実に関するご質問と協働型福祉社会の構築に関するご質

問にお答えいたします。 

 まず、介護施設等の整備計画についてのお尋ねでございますが、区といたし

ましても、在宅介護を基本としつつ、在宅生活の限界を超えた場合には施設で

の対応も必要であり、今後の高齢者人口の増加を踏まえると一定数の施設整備

が必要と考えております。同時に、団塊世代が 75 歳以上の後期高齢者世代にな

る 2025 年までを視野に入れたとき、特養などの施設整備だけで対応することは

財政上、あるいは介護保険料負担などを含めて考えますと課題が大きいと考え

ます。したがいまして、新高齢者住宅の整備や一層の在宅サービスの強化、地

域における支え合いなど、国が現在検討している地域包括ケアの視点も踏まえ

た総合的な検討が必要ですので、第五期介護保険事業計画策定の中でこれらの

課題を整理してまいります。 

 次に、在宅介護家族への支援についてのご質問ですが、介護保険制度におい

ては、その制度趣旨から、本人への支援と介護者の負担軽減をめざした適切な

ケアマネジメントを行うのが基本と考えております。このような中で、区では

在宅介護生活をさらに支援するため、今年度から通院等外出サービスと要支援

者夜間対応サービスを特別給付として制度化したところです。また、ショート

ステイは、介護家族の休養としての機能を有しているところですが、八潮南特

養にショートステイを 19 床と大幅に拡充することとしております。このほか、

在宅介護者の研修事業等により、在宅介護者の介護への理解促進と、リフレッ

シュを図っているところでございます。 

 ご指摘の大田区で実施している家族介護支援ホームヘルプサービスの件です

が、同制度は要介護４・５の場合に一般財源で年間 16 時間のホームヘルプサー

ビスを提供しているところですが、一般的に介護サービスの利用率が 50％程度

であることを踏まえますと、適切なケアマネジメントを実施することで必要な

介護サービスが提供されますので、介護者の負担軽減も可能と考えているとこ

ろでございます。いずれにしましても、今後の在宅サービスの強化を検討する

中での課題とさせていただきます。 

 次に、地域で支える協働型福祉社会の構築に関するご質問にお答えいたしま

す。 



 まず、高齢者の見守り事業についてのお尋ねでございますが、孤立死防止の

ための見守りネットワーク事業については、当初想定の５団体に対し、11 の町

会・自治会からの応募があり、その関心の高さを改めて認識したところでござ

います。各町会・自治会は地域ごとに話し合いを進めており、見守り対象者名

簿の作成、緊急時における緊急連絡先を確実に把握するためのツールの作成、

集いの場の設定など、地域の特性を生かした見守り活動が始まっております。

今後、これらのすぐれた実践例を成果発表会の開催や小冊子を作成することに

より周知し、活動の輪を広げてまいります。 

 また、品川第二地域センター管内をモデル地区とするひとり暮らし高齢者等

生活応援事業については、現在当該地域の高齢者の日常の困り事や必要なサー

ビスに関するニーズ調査結果を分析しているところです。今後、サービスの開

発を含め、ふれあいサポート活動をさらに充実させることにより支援体制を固

めてまいります。なお、これら２事業の成果や今後の取り組みの方向について

は、来年度改定予定の地域福祉計画の中での検討課題としてまいります。 

 次に、（仮称）シルバー交番事業の実施についてのお尋ねでございますが、本

事業の基本機能としては、24 時間 365 日対応、高齢者への訪問活動、高齢者情

報の一元的収集・共有化、保険外サービスを含めた提供体制のコーディネート、

緊急時対応・安否確認が挙げられており広範にわたる事業です。本事業につい

ては、各自治体の地域の特性やこれまでの事業成果を生かしていくことが肝要

であると考えており、さきに挙げました孤立死防止ネットワークや品川第二地

区のモデル事業の成果および社会福祉協議会の各種事業や在宅介護支援センタ

ーの相談機能などを適切に組み合わせることにより、シルバー交番の主旨を生

かせると考えております。区といたしましては、今回の地域福祉計画改定の中

でさらに検討してまいります。 

 次に、多世代がまざって暮らす居場所づくりについてお答えいたします。 

 ご紹介のあった「ゴジカラ村」は、多様な世代が暮らしやすいコミュニティ

や、時間に追われず自由に過ごせる場をつくっていこうとするユニークな試み

であります。また、さきの本会議でも富山型デイサービスのご提案がありまし

たが、共通していることは、熱意のあるすぐれた実践リーダーがいることです。

したがいまして、直ちに区内の事業所において同様の取り組みをすることは困

難ではありますが、区といたしましては、福祉カレッジの公開講座や経営者セ

ミナーなどの場を生かし、すぐれた取り組みを学ぶ中で「ゴジカラ村」の精神

である時間に追われず自由に過ごせる場の主旨を生かせるように努力してまい

ります。 

 次に、商店街の空き店舗の活用についてお答えします。 

 商店街は、商品を提供する流通の場であると同時に、地域コミュニティの核



として重要な役割を担っております。そこで区は空き店舗活用支援事業の一環

として、商店街とＮＰＯが連携して実施する空き店舗を活用した取り組みに対

し、改装経費や家賃、さらに活動に必要な経費の一部を助成するなど、積極的

に支援をしております。活用例といたしましては、一般店舗のほか、買い物途

中の方などが自由に入れる休憩所や高齢者が集うスペース、また子育て支援や

食育ステーションなど多世代の方に利用されております。 

 ご提案の地域住民が自由に集える居場所づくりも活用の一形態と考えられま

すので、今後も引き続き商店街などに活用等について働きかけてまいります。 

              〔都市環境事業部長久保田孝之君登壇〕 

 

◯都市環境事業部長（久保田孝之君）  

私からは、次代につなぐ環境都市の実現についてのご質問にお答えいたしま

す。 

 まず、区有施設における太陽エネルギーなどの設置目標についてですが、現

在策定中の区有施設の中長期改修計画において、22 年度はモデル施設の省エネ

診断を行い、必要経費や省エネ効果を総合的に評価する予定ですので、その中

で検討してまいりたいと考えております。また、区域における目標についてで

すが、太陽光発電は自然エネルギーの中でも最も利用可能性が高いと言われて

おりますが、建築物の建て替わりが多い都市部では、設置後に太陽光を遮る建

物ができてしまうと効果が薄くなることや、設置後の維持管理、発電効率など、

まだまだ課題が多いと考えております。したがって、現時点では目標設定が困

難ですが、22 年度から環境共生住宅助成事業の予算額を大幅に増額して導入促

進を図ってまいります。 

 次に、法人を助成対象にすることにつきましては、国や都と同様に、法人も

事業者として自らの責任において地球環境に貢献することが原則であると考え

ております。まずは、個人の取り組みの充実を図ってまいります。 

 また、周知につきましては、引き続きパンフレットなどを工夫して、利用さ

れる方々がわかりやすくなるようにしてまいります。 

 次に、排出量の見える化とカーボンオフセットについてのお尋ねですが、カ

ーボンオフセットは、ＣＯ2の排出量を把握して削減する努力を行い、削減が困

難な排出量について、他の場所で実現した排出削減や吸収量に埋め合わせるこ

とであり、区としても関心を持っております。 

 現在、削減量や吸収量の算定の客観性や第三者機関の検証等を含め信頼性を

確保することがこの制度の大きな課題となっており、その仕組みづくりが引き

続き国で進められています。区といたしましても、地方都市との自治体間のカ

ーボンオフセットの取り組みについて、さまざまな事例を収集しながら検討し



てまいります。 

             〔防災まちづくり事業部長岩田俊雄君登壇〕 

 

◯防災まちづくり事業部長（岩田俊雄君）  

私からは、耐震化促進についてのご質問にお答え申し上げます。 

品川区耐震改修促進計画は、平成 19 年度から平成 27 年度までの計画ですが、

計画期間の中盤に差しかかり、実施状況を踏まえた支援制度の見直しを検討す

る時期に来ていると考えているところでございます。これまでの実施状況の中

では、耐震診断を受けながら約８割の方が改修も建て替えも行っていないこと

が課題となっています。主な原因としては、意識の未成熟、経済的理由、高齢

化などがあると考えておりますが、制度の見直しを具体的に検討する上では、

耐震診断から耐震化工事までの間のどの部分にネックがあるのか、より正確に

把握することが必要となります。 

 そこで、来年度早期にアンケート調査を行い、問題点を整理し、支援制度全

般の見直しにつなげていく考えでございます。 

 次に、簡易改修助成についてですが、これまで評点 1.0 未満の改修は耐震化

には結びつかないことから助成対象とせず、かわりに命を守る方策として品川

シェルターなどのような耐震シェルター等の設置を支援してきたところでござ

います。今後の助成対象の範囲につきましては、ご質問にありましたように、

東京都が部分改修助成の導入を検討しているところでありますので、その動向

を踏まえつつ、支援制度全般の見直しの中で検討をしてまいりたいと考えてお

ります。 

 

＜再質問＞ 

それぞれご答弁ありがとうございました。自席より２点の要望と１点の再質

問をさせていただきます。 

 要望につきまして、保育園の待機児対策について、今お話しいただいて、正

確な数字ではないけれども、昨年よりも減ることができたんじゃないかと、こ

ういうお話がいただけたので尐しほっとはしておりますが、ただ、ここ二、三

日の間に恐らく内定が出たと思いますので、私どものほうにも、残念ながら入

れなかったというような、どうしたらいいでしょうかというご相談もちらほら

出てきておりますので、そういった面では、今ご答弁いただいたように、きめ

細かく具体的な対処策というんですかね。対応策をやっていただけるというこ

となんで、プラス、相手の気持ちに立ってぜひ、本当にお困りの方が多い中で

どうすることもできないかもしれませんが、そのお気持ちだけは酌んでいただ



いて、ぜひそういう対応をまずはお願いしたいと思います。１つ要望です。 

 それからもう１つは、最後の耐震改修について、簡易改修を含めて 22 年度の

診断から改修に結びつかない調査を行って早急に支援策を構築していくと。新

たな支援策を構築していくということなので、その中で、簡易改修も含めて、

また助成額の見直し等も含めてぜひお願いしたいと。２つ要望させていただき

ます。 

 それから、再質問については、高齢者の地域で支えるところの協働型福祉社

会の構築についてのシルバー交番事業について、部長さんのほうから、今やっ

ていらっしゃる見守りネットワーク事業とかさまざまな事業を組み合わせてい

けば対応できるんじゃないかと。その上で検討していきますというお話だった

んですが、やはり私は質問でも例を出させていただいたとおり、そうした見守

りのネットワークとか、そうしたいろんな町会等、さまざまな方たちでやって

いただいている方々の網から漏れてしまう方もやっぱりいらっしゃるんですね。

それは、行政の責任ではもちろんないと思いますけども、その方、高齢者自身

のいろんな事情によることが多いと思いますけれども、ただ、そうした中でや

っぱりそういう思いをされていて、今、介護の特別給付になっていますけど、

要支援者まで緊急通報も含めて、そういう対応ができているということなんで、

ぜひ東京都もそういうものをめざして、多分方向性は同じだと思うので、ある

意味ではそういったものをうまく活用していただくような、前向きな検討を行

っていただきたいんですけど、もう一度その点だけお答えをいただきたいと思

います。 

               〔健康福祉事業部長木下徹君登壇〕 

＜答 弁＞ 

◯健康福祉事業部長（木下徹君）  

地域で支えるという点での再質問にお答え申し上げます。 

今お話がございましたように、めざしている方向は、いわゆるシルバー交番も

そうですし、それから、国の補助事業である生活応援事業も同様だというふう

に思っております。そのことを品川区の中でどう実現していくかということに

ついては、やはりこれまでの経過もありますので、同時に、今現在品川区が持

っているいろいろな資源がありますから、そのことを有効に活用しながら、地

域の中の見守り活動、あるいはちょっとした相談ができるような、そういう地

域社会づくりに向けた工夫を今回の地域福祉計画改定の中で、さらにできれば

システム化していくような方向で考えていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 


